
公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

１　事業の概要 特別会計名：病院会計

注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合

　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。

２　財政指標等

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を

　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも

　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0

　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。）

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　ものに限る。）をいう。

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。
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秩父市

既存計画との関係

団　　体　　名※

構成団体名

累積欠損金   （百万円）

不良債務     （百万円）

資本費

計画策定責任者

公 表 の 方 法 等

秩父市長　栗　原　　　稔

利益剰余金又は積立金（百万円）

6.9％(18年度) 1,024

428

資金不足比率    （％）

84.1

0.613

事　　業　　名

事業開始年月日 S41.7.1 地方公営企業法の適用・非適用

職員数※  (H19. 4. 1現在)

病院事業

■適　用　 □非適用

公営企業債現在高（百万円）

１５９人

0

計 画 期 間

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　■　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし

　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。

〔合併期日：平成１７年４月１日　合併前市町村：秩父市 〕

 合併市町村の中に、他に病院事業を行っている町村がなかったため、公営企業の統合はなかっ
た。

内　　　容

計 画 名

別添２

11.70

基 本 方 針

区　　分

　患者さんが安心・安全・満足する療養環境を提供できるよう、医
師、看護師等の医療技術者の確保と、地域の中核病院として救急医
療、高度医療の充実に努めるとともに、簡素で効率的な病院運営をお
こなうため、経営改善、合理化、投資規模の適正化による経営基盤の
強化に努めます。

秩父市立病院経営健全化計画

平成１９～２３年度

集中改革プラン

秩父市ホームページ等で公表



５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。
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0 0 0 0

00 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

183,888

684,202

684,202

183,888

0

500,314

500,314

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

病院事業

合　　　計　　　　 (B)

病院事業

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

0 333,542 122,592

公営企業で負担するもの (A)-(B) 0 166,772 61,296

合　　　計　　　　 (B) 0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 0 0 0

0

合　　　計　　　　 (B) 0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 0 0 0

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

0

0

0

456,134

228,068

合　　計

0

旧 資 金 運 用 部 資 金
0 0 184繰上償還希望額

繰上償還希望額

184

0 0 25 25

0 0 0繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

0公営企業金融公庫資金 0 0 0

0旧簡易生命保険資金



今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

１． (A) 2,274,843 2,304,902 2,223,412 2,142,747 2,164,649 2,158,440 2,164,950 2,171,460 2,177,970 2,184,480

(1) 2,161,970 2,197,532 2,102,339 2,022,935 2,028,913 2,032,900 2,036,900 2,040,900 2,044,900 2,048,900

(2) (B)

(3) 112,873 107,370 121,073 119,812 135,736 125,540 128,050 130,560 133,070 135,580

２． 189,844 184,383 142,640 150,624 155,995 153,117 144,027 143,724 141,475 139,174

(1) 180,443 173,398 133,992 141,490 146,979 144,117 135,027 134,724 132,475 130,174

174,012 165,787 127,708 135,096 136,394 133,532 124,442 124,139 121,890 119,589

6,431 7,611 6,284 6,394 10,585 10,585 10,585 10,585 10,585 10,585

(2) 9,401 10,985 8,648 9,134 9,016 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

(C) 2,464,687 2,489,285 2,366,052 2,293,371 2,320,644 2,311,557 2,308,977 2,315,184 2,319,445 2,323,654

１． 2,208,561 2,237,499 2,233,407 2,252,021 2,207,265 2,202,600 2,198,300 2,194,100 2,185,900 2,185,700

(1) 1,095,273 1,110,243 1,125,654 1,127,018 1,095,030 1,091,000 1,087,000 1,083,000 1,075,000 1,075,000

602,216 616,709 621,251 622,129 596,919 597,000 597,000 597,000 597,000 597,000

493,057 493,534 504,403 504,889 498,111 494,000 490,000 486,000 478,000 478,000

(2) 567,653 567,675 537,846 528,935 507,113 507,400 507,700 508,100 508,500 508,900

301,707 315,995 285,492 280,635 260,974 261,227 261,537 261,847 262,156 262,464

365,083 361,335 357,503 353,446 355,382 355,000 354,500 354,000 353,500 353,000

203,348 199,860 191,181 191,255 197,217 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

110,071 120,837 136,642 153,459 161,355 161,200 161,100 161,000 160,900 160,800

(3) 70,481 77,409 75,762 89,163 88,385 88,000 88,000 88,000 88,000 88,000

２． 127,238 123,911 118,242 114,367 106,037 102,245 88,582 89,000 85,604 82,153

(1) 74,864 71,435 67,756 64,252 59,996 55,245 41,582 42,000 38,604 35,153

(2) 52,374 52,476 50,486 50,115 46,041 47,000 47,000 47,000 47,000 47,000

(D) 2,335,799 2,361,410 2,351,649 2,366,388 2,313,302 2,304,845 2,286,882 2,283,100 2,271,504 2,267,853

(C)-(D) (E) 128,888 127,875 14,403 -73,017 7,342 6,712 22,095 32,084 47,941 55,801

(F)

(G) 918 898 1,449 188 1,091 908 908 908 908 908

(F)-(G) (H) -918 -898 -1,449 -188 -1,091 -908 -908 -908 -908 -908

127,970 126,977 12,954 -73,205 6,251 5,804 21,187 31,176 47,033 54,893

(I) 203,455 231,425 258,402 268,756 195,551 201,402 206,906 227,033 256,649 301,322

(J) 1,723,001 1,925,588 1,954,443 1,954,120 1,963,187 1,970,000 1,975,000 1,985,000 1,995,000 2,000,000

408,660 389,251 322,396 313,571 333,039 335,000 335,500 336,000 336,500 337,000

(K) 165,051 191,683 151,497 185,431 147,521 168,236 168,236 168,236 168,236 168,236

165,051 191,683 151,497 185,431 147,521 168,236 168,236 168,236 168,236 136,236

(L)
( I )
(A)-(B)
(L)
(A)-(B)

(M)

(A)-(B) (N) 2,274,843 2,304,902 2,223,412 2,142,747 2,164,649 2,158,440 2,164,950 2,171,460 2,177,970 2,184,480

② 経 費

③ そ の 他

① 材 料 費

支 払 利 息

そ の 他

う ち 未 収 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

う ち 薬 品 費

）×100

医 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

医 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

不 良 債 務 比 率 （

支 出 計

そ の 他 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

退 職 手 当

そ の 他

医 業 費 用

職 員 給 与 費

そ の 他

基 本 給

う ち 委 託 料

特 別 損 益

減 価 償 却 費

医 業 外 費 用

経 常 損 益

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

((M)／(N)×100)資 金 不 足 比 率

）

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

×100



（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

１． 94,200 183,888 144,304

２． 47,413 50,843 36,348 38,978 57,425 60,573 67,787 68,715 58,510 50,685

３．

４． 61,319 30,000 9,723 40,918 19,575 21,068 15,348 15,000 15,000 15,000

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 108,732 80,843 140,271 79,896 77,000 265,529 227,439 83,715 73,510 65,685

(B)

(A)-(B) (C) 108,732 80,843 140,271 79,896 77,000 265,529 227,439 83,715 73,510 65,685

１． 122,637 65,955 113,739 81,836 39,149 42,137 175,000 30,000 30,000 30,000

２． 47,413 50,843 54,522 58,468 91,981 280,621 104,936 108,195 87,765 76,028

３．

４．

５．

(D) 170,050 116,798 168,261 140,304 131,130 322,758 279,936 138,195 117,765 106,028

 (D)-(C) (E) 61,318 35,955 27,990 60,408 54,130 57,229 52,497 54,480 44,255 40,343

１． 61,247 35,914 27,845 60,353 54,103 57,229 52,497 54,480 44,255 40,343

２．

３．

４． 71 41 145 55 27

(F) 61,318 35,955 27,990 60,408 54,130 57,229 52,497 54,480 44,255 40,343

30,000 130,000 230,000 232,600 232,600 233,000 233,300 234,360 235,920 238,280

1,185,269 1,134,426 1,174,104 1,115,636 1,023,655 926,922 966,290 858,095 770,330 694,302

1,185,269 1,134,426 1,174,104 1,115,636 1,023,655 926,922 966,290 858,095 770,330 694,302

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

249,221 240,181 201,541 210,129 223,269 249,028 239,938 239,635 237,386 235,085

220,647 216,369 201,541 210,129 223,269 249,028 239,938 239,635 237,386 235,085

28,574 23,812

108,732 80,843 46,071 79,896 77,000 81,641 83,135 83,715 73,510 65,685

92,927 63,895 46,071 79,896 77,000 81,641 83,135 83,715 73,510 65,685

15,805 16,948

うち料金収入に計上すべき繰入等

(E)-(F)補 て ん 財 源 不 足 額

積 立 金 現 在 高

建 設 改 良 費
資

本

的

支

出
計

う ち 職 員 給 与 費

う ち そ の 他 に 係 る も の

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 出 資 金

計

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 借 入 金

（単位：百万円）

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

そ の 他

そ の 他

純 計

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

他 会 計 負 担 金

企 業 債



（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

資金不足比率 (％) (再掲)

料金回収率※ (％)

総収支比率（法適用） (％) 95 95 99 103 100 100 99 99 98 98

経常収支比率（法適用） (％) 95 95 99 103 100 100 99 99 98 98

営業収支比率（法適用） (％) 103 103 100 95 98 98 98 99 100 100

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲)

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲)

(％) 10 10 9 9 10 11 10 10 10 10

うち基準内繰入金 (％) 9 9 9 9 10 11 10 10 10 10

うち基準外繰入金 (％) 1 1
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

(％) 100 100 33 100 100 31 37 100 100 100

うち基準内繰入金 (％) 85 79 33 100 100 31 37 100 100 100

うち基準外繰入金 (％) 15 21
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

(単位：％)

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）
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資本的収入分


